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１．検討の背景等 

（１）背景 

「残留性有機汚染物質に関するストックホルム条約」（以下「ストックホルム条約」と

いう。）では、難分解性、生物蓄積性、毒性及び長距離移動性を有する残留性有機

汚染物質を定め、人の健康の保護、及び環境の保全を図るため、各国が国際的に

協調して、当該物質の製造・使用・輸出入を原則的に禁止する等の措置を講じるこ

ととされている。我が国は、これまで、条約の対象物質については、「化学物質の審

査及び製造等の規制に関する法律」（以下「化審法」という。）、「農薬取締法」、「薬

事法」、及び「外国為替及び外国貿易法」に基づき、所要の措置を講じてきた。化審

法においては、条約の廃絶・制限の対象となった物質については、第一種特定化

学物質に指定し、その製造、使用等を制限することにより、同条約の義務を履行し

てきた。 

平成２３年４月のストックホルム条約の第５回締約国会議では、６，７，８，９，１０，１

０－ヘキサクロロ－１，５，５ａ，６，９，９ａ－ヘキサヒドロ－６，９－メタノ－２，４，３－ベ

ンゾジオキサチエピン＝３－オキシド（別名エンドスルファン、ベンゾエピン。以下

「エンドスルファン」という。）が、同様に廃絶・制限の対象物質とすることが決定され

ている。 

また、今般、本年５月に、ストックホルム条約の第６回締約国会議が開催され、ヘ

キサブロモシクロドデカン（以下「ＨＢＣＤ」という。）を新たに同条約の廃絶・制限の

対象物質とすることが決定された。ＨＢＣＤは、締約国会議の下部会合である残留

性有機汚染物質検討委員会において、科学的知見に基づき検討され、締約国会

議に対して廃絶・制限等に関する提案がなされたものである。 

 

締約国各国に対しては、条約事務局より、これらの物質を対象物質に追加するこ

と等に関する決定の通知がなされると、締約国は通知から１年以内に、決定を遵守

するための所要の措置を講じることとなっている（エンドスルファンについては、実態

として農薬取締法により措置済み。）。 

これらを受け、本年６月２８日に、化学物質審議会審査部会及び中央環境審議会

環境保健部会化学物質審査小委員会において、エンドスルファン及びＨＢＣＤにつ

いては、難分解性、高蓄積性であり、人や高次捕食動物への毒性を有するものであ

ることから、化審法の第一種特定化学物質に指定することが適当であるとの結論が

得られた（薬事・食品衛生審議会薬事分科会化学物質安全対策部会においては本

年１０月４日に審議。）。 

これを踏まえ、これら２物質を第一種特定化学物質に指定した際に講じるべき化

審法上の所要の措置について、以下のとおり検討する必要がある。 
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（２）化審法に基づく第一種特定化学物質に係る主な規制措置 

①製造・輸入の許可制（化審法第17条、第22条） 

②政令で定める製品で第一種特定化学物質が使用されているものの輸入の

禁止（化審法第24条） 

③政令で指定された用途（エッセンシャルユース）以外の使用の禁止（化審

法第25条） 

④環境の汚染の進行を防止するために特に必要があると認められる場合、第

一種特定化学物質の製造・輸入業者等に対し、当該化学物質又は当該

化学物質が使用されている製品の回収等の措置命令（化審法第34条） 

 

（３） 審議会の付議事項 

上記（２）の①～④のうち、②第一種特定化学物質が使用されている場合に輸入

を禁止する製品の指定及び、③第一種特定化学物質の使用を認める用途（エッセ

ンシャルユース）については、審議会の付議事項となっている（化審法第５６条）。 

 

  

表１．第一種特定化学物質に指定することとなった物質 

物質名称 主な用途 現在の 

化審法上の扱い 

①６，７，８，９，１０，１０－ヘキサクロロ－

１，５，５ａ，６，９，９ａ－ヘキサヒドロ－

６，９－メタノ－２，４，３－ベンゾジオキ

サチエピン＝３－オキシド（別名エンド

スルファン、ベンゾエピン） 

農薬 新規化学物質 

②ヘキサブロモシクロドデカン 難燃剤 監視化学物質 
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２．エンドスルファンについて 

２－１．エンドスルファンの製造・輸入の規制のあり方等 

（１）エンドスルファンの使用の現状及び今後の見込み 

   エンドスルファンは農薬として使用されていたが、平成 22 年に全ての農薬登録が

失効し、それ以降製造・販売・出荷はされていない（平成 24 年３月に販売禁止農薬

にも指定されている。）。 

また、農薬以外の用途はなく、エンドスルファンが今後使用される見込みはないと

考えられる。 

 

（２）エンドスルファンの製造・輸入規制等のあり方 

エンドスルファンは化審法の新規化学物質であり、その製造・輸入にあたっては、

化審法に基づく届出・申出が必要であることから、事実上、エンドスルファンの廃絶

が行われているが、速やかに第一種特定化学物質に指定し、その製造・輸入及び

使用を禁止することが適当である。 

また、既に他の化学物質により代替されていることから、法第 25 条に基づきエン

ドスルファンが使用できる用途を指定する必要はない。 

 

２－２．エンドスルファンが使用されている製品の輸入の禁止について 

化審法においては、第一種特定化学物質が使用されている製品で、国内に輸入

されるおそれがあり、使用の形態、廃棄の状況等からみて輸入を制限しない場合に

環境汚染が生じるおそれがある製品については、過去の製造・輸入の状況や海外

における使用の状況等を考慮して、政令で指定して輸入を禁止する措置をとること

とされている（化審法第２４条）。 

 

エンドスルファンについて、国内におけるこれまでのエンドスルファンの使用状況

及びエンドスルファンが使用されている製品の輸入の状況、及び、海外におけるエ

ンドスルファンの使用の状況を、世界各国の在外公館宛に公電を送る等により、調

査を行った。 

その結果、現在海外で使用されていることが確認された用途は農薬のみであった。

農薬としての輸入については、農薬取締法で措置されていることから、現時点では、

化審法において、エンドスルファンが使用されている製品について輸入禁止措置を

講ずる必要性はないと考えられる。 

 

２－３．その他の必要な措置について 

化審法においては、第一種特定化学物質の指定にあたっては、環境汚染の進
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行を防止するために特に必要があると認められる時は、必要な限度において、その

製造事業者や輸入事業者等に対し、当該物質及びそれが使用されている製品の

回収等の措置を命ずることができるとされている（化審法第３４条）。 

 

現在得られている情報からは、エンドスルファンが使用されている製品の存在は

確認されておらず、回収等を命令する必要性は認められないと考えられる。 
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３．ＨＢＣＤについて 

３－１．ＨＢＣＤの製造・輸入の規制のあり方等について 

（１）ＨＢＣＤの使用の現状及び今後の見込み 

ＨＢＣＤは、平成 16 年度に第一種監視化学物質（現在の監視化学物質）に指定

されており、過去の製造・輸入数量についての届出は、表２のとおり２０００～４０００ト

ン程度で推移している。 

これらのうち大半は国内に出荷されており、繊維製品、発泡ポリスチレン製品用

の難燃剤として用いられているが、ストックホルム条約における議論の動向を踏まえ、

関連業界では、代替物質への転換への取組が数年前より進められてきており、平

成２２年度以降、製造・輸入数量及び国内出荷量はともに減少傾向にある。 

こうした中、国内のＨＢＣＤ製造事業者は、平成 24 年３月までにＨＢＣＤの製造を

終了している。 

 

表２．1,2,5,6,9,10-ヘキサブロモシクロドデカンの過去９年間の製造・輸入数量 

 製造・輸入数量 国内出荷量 輸出数量 

平成１６年度 ３，４４３ ３，２２３ １８１ 

平成１７年度 ３，０９７ ２，８５０ ３６２ 

平成１８年度 ３，９３７ ３，５４８ １７２ 

平成１９年度 ３，２０７ ３，２８２ １１８ 

平成２０年度 ２，８４４ ２，８１７ ６８ 

平成２１年度 ２，６１３ ２，５７０ ７ 

平成２２年度 ３，０１９ ３，１１６ ０ 

平成２３年度 ２，６４６ ２，６４２ ０ 

平成２４年度 

（速報値） 

２，０９４ ２，０９８ ０ 

（化審法に基づく届出数量より 単位：トン、小数点以下四捨五入） 

※ 平成 24 年度は製造・輸入数量は輸入のみの数量であり、平成 24 年度の製造実績はない。 
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表３ 1,2,5,6,9,10-ヘキサブロモシクロドデカンの過去 9 年間の用途別出荷数量 

 国内出荷量 用途別出荷数量 

樹脂用難燃剤 繊維用難燃剤 その他 

平成１６年度 ３，２２３ ２，６６１ ５６２ ０ 

平成１７年度 ２，８５０ ２，３３９ ４６０ ５０ 

平成１８年度 ３，５４８ ２，９００ ５９６ ５２ 

平成１９年度 ３，２８２ ２，５１８ ７６０ ４ 

平成２０年度 ２，８１７ ２，３６５ ４４６ ６ 

平成２１年度 ２，５７０ ２，１７１ ３９９ ０ 

平成２２年度 ３，１１６ ２，８３０ ２８５ １ 

平成２３年度 ２，６４２ ２，５０８ １３３ ０ 

平成２４年度 ２，０９８ ２，０９７ ０ ０ 

（化審法に基づく届出数量より 単位：トン、小数点以下四捨五入） 

 

ＨＢＣＤの主な用途について、代替に向けた取組の現状及び今後の見通しは以

下のとおりである。 

ⅰ）繊維 

  ＨＢＣＤ以外の難燃剤への代替が既に終了している。現在、我が国において

繊維製品向けにＨＢＣＤは使用されていない。 

ⅱ）樹脂（ビーズ法発泡ポリスチレン（以下「ＥＰＳ」という。）） 

  ＨＢＣＤ以外の難燃剤への代替が既に終了している。現在、我が国において

ＥＰＳ向けにＨＢＣＤは使用されていない。 

ⅲ）樹脂（押出法発泡ポリスチレン（以下「ＸＰＳ」という。）） 

代替に向けた取組が精力的に進められ、既に基本的な技術は確立しており、

実証段階にある。事業者によってばらつきは見られるものの、平成２６年３月末ま

でには、全ての品目について、代替品を用いたＸＰＳの安定的な製造が可能に

なる見込みである。 

 

（２）ＨＢＣＤの製造・輸入規制等のあり方 

ストックホルム条約では、廃絶・制限の対象となった物質について、他の物質への

代替が困難である場合、人へのばく露及び環境への放出を防止し又は最小限にす

るような方法で行われていることを確保するための適当な措置がとられていることを

条件に、締約国会議で合意された用途については、製造又は使用等についての禁

止の適用を除外する仕組みがある。今般、ストックホルム条約の廃絶対象物質に追

加されることが決定されたＨＢＣＤについては、建築用の難燃性ＥＰＳ、難燃性ＸＰＳ

の用途を適用除外とすることが認められているところである。 



 7

しかしながら、上述のとおり、我が国においては、建築用の難燃性ＥＰＳ、難燃性

ＸＰＳも含めて、平成２６年３月末までに全ての分野においてＨＢＣＤから他の物質・

技術への代替が完了する見込みであることを踏まえると、我が国においては建築用

の難燃性ＸＰＳ及び難燃性ＥＰＳ向けについても例外にすることなく、平成２６年４月

以降に、ＨＢＣＤの製造・輸入及びその使用を禁止する措置を導入することが適当

である（試験研究用は除く。）。 

 

３－２．ＨＢＣＤが使用されている製品の輸入の禁止について 

ＨＢＣＤについては、ストックホルム条約の第6回締約国会議において、廃絶の対

象物質とすることが決定されたことから、適用除外とされた建築用難燃性ＥＰＳ及び

難燃性ＸＰＳを除いて、今後、諸外国においてもその製造・使用が禁止される予定

である。 

こうしたことを前提に、国内におけるこれまでのＨＢＣＤの使用状況及びＨＢＣＤが

使用されている主な製品の輸入の状況、及び、海外におけるＨＢＣＤの使用の状況

を調査した。その結果を表４に示す。 

このうち、品目(１)～（３）については、今後もＨＢＣＤが使用されている当該製品の

輸入の蓋然性が否定できず、当該製品の輸入を制限しない場合には、使用の形態

等から環境を汚染するおそれがあるため、輸入禁止製品とすべきと考えられる。他

方、品目（４）～（６）については、国内外での製造実績はあるものの、輸入実績がな

く、今後も輸入される蓋然性はないと考えられ、輸入禁止措置を講じなくとも、環境

汚染のおそれは想定されないと考えられる。また、品目（７）については、我が国へ

の輸入自動車のほぼ全てをカバーする欧米等の自動車メーカーが欧州等の規制

に合わせてＨＢＣＤの使用を全廃する予定であることから、ＨＢＣＤが使用されてい

る製品の輸入は今後極めて小さくなると考えられ、輸入禁止措置を講じなくとも、環

境汚染のおそれは想定されないと考えられる。しかしながら、引き続き、諸外国にお

けるＨＢＣＤに係る規制の状況を注視するなど、輸入の状況等の把握に努めることと

し、当該製品によって環境汚染を生じるおそれが認められれば、輸入禁止製品とす

る等の措置を検討するべきである。 
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表４．ＨＢＣＤが使用されている主な製品の製造・輸入実績等について 

ＨＢＣＤが使用されている製

品 

製造実績 輸入実績 ストックホルム

条約上の扱い 

備考 

国内 海外 

（１） 繊維用難燃処理薬剤 実績 

あり 

実績 

あり 

詳細不明 使用禁止 基準①及び②を満足

することから、輸入禁

止製品とすべきと考え

られる。 

（２） 難燃性ＥＰＳ用ビーズ 

 

実績 

あり 

実績 

あり 

実績あり 使用禁止 

（建築用難燃

性ＥＰＳ向けを

除く） 

（３） 防炎生地・防炎カー

テン 

実績 

あり 

実績 

あり 

実績あり 使用禁止 

（４） 難燃性ＥＰＳ（ビーズ

法発泡ポリスチレン） 

実績 

あり 

実績 

あり 

実績なし 使用禁止 

（建築用難燃

性ＥＰＳ及びＸ

ＰＳを除く） 

輸入実績がなく、今後

も輸入される蓋然性が

ない。（基準を満たさ

ない。） 

（５） 難燃性ＸＰＳ（押出法

発泡ポリスチレン） 

（６） 畳 詳細

不明 

使用禁止 

（７） 自動車部品（難燃性

カーファブリック等）・

自動車 

実績 

あり 

 

実績 

あり 

実績あり 使用禁止 今後はＨＢＣＤが使用

されている製品の輸

入は極めて小さくなる

と考えられる（基準を

満たさない）。しかしな

がら、引き続き、諸外

国におけるＨＢＣＤに

係る規制の状況を注

視するなど、輸入の状

況等の把握に努める

こととし、当該製品に

よって環境汚染を生じ

るおそれが認められ

れば、輸入禁止製品

とする等の措置を検討

するべきである。 
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（参考１）輸入禁止製品の政令指定の考え方 

第一種特定化学物質が使用されていると考えられる製品のうち、次の①及び②の基準に該当するも

のについては、政令指定し、輸入の制限をすることが適当であると考えられる。 

 

基準①：次の要件のいずれかを満たし、国内に輸入されるおそれがあること。 

（ア）第一種特定化学物質が使用されている製品を過去１０年内に輸入していたことが実績又は公

電、公文書、海外規格若しくはこれらに準ずる性格を有する情報(以下、｢実績等｣という。) により

認められるとき。 

（イ）第一種特定化学物質が使用されている製品が過去１０年内に海外において生産されていたこと

が実績等により認められるとき。 

（ウ）第一種特定化学物質が当該製品に使用されていることが一般的であって、過去１０年内に日本

国内で第一種特定化学物質が使用されている当該製品の生産の実績等があるとき。 

（エ）ただし、（ア）､（イ）､（ウ）の要件に合致するものであっても、下記の要件のいずれかに該当する

場合は、掲名の対象から除外するものとする。 

（ａ）関連製品等との競合による制約により、今後、輸入されるおそれのないもの。 

（ｂ）技術的進歩等により、今後、海外において生産されるおそれのないもの。 

（ｃ）国内規格、商慣行等の理由で、今後、日本に輸入されるおそれのないもの。 

 

基準②：次の要件のいずれかを満たさないため、輸入を制限しない場合には、環境汚染のおそれが

あると考えられること。 

（ア）当該製品の使用が、環境へ直接放出される形態をとるものではないこと。 

（イ）使用から廃棄に至る間の管理体制が確立されていること。 

（ウ）廃棄が適切に行いうるよう制度的に担保されていること。 

 

以上をまとめると、ＨＢＣＤが使用されている製品のうち、（１）繊維用難燃処理薬

剤、（２）難燃性ＥＰＳ用ビーズ及び(3) 防炎生地・防炎カーテンについては、今後と

も輸入される可能性があり、それによって環境汚染が生じるおそれがあるといえる。 

これを踏まえ、表５に示したとおり、繊維用難燃処理薬剤、難燃性ＥＰＳ用ビーズ

及び防炎生地・防炎カーテンを政令により指定し、第一種特定化学物質が使用さ

れている場合は輸入を禁止する措置を講ずることが適当である。 

なお、ＨＢＣＤが使用されている製品の輸入の状況については、今後とも実態把

握に努め、環境汚染を生じるおそれがある製品が確認された場合には、輸入禁止

製品に追加するなどの措置を速やかに検討するべきである。 

 

表５. ＨＢＣＤが使用されている場合は輸入を禁止すべき製品 

製品※ 

繊維用難燃処理薬剤 

難燃性ＥＰＳ用ビーズ 

防炎生地・防炎カーテン 
※：製品についての表現の仕方については今後、変更がありうる。 
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３－３．その他の必要な措置について 

化審法においては、第一種特定化学物質の指定にあたっては、環境汚染の進

行を防止するために特に必要があると認められる時は、必要な限度において、その

製造事業者や輸入事業者等に対し、当該物質及びそれが使用されている製品の

回収等の措置を命ずることができるとされている（化審法第３４条）。 

環境省が平成21年度から24年度に実施した環境モニタリングデータに基づいて

ＨＢＣＤの環境リスク評価を実施した。その結果、予測最大ばく露量と、ＨＢＣＤの毒

性データを基にした人及び高次捕食動物の無毒性量・予測無影響濃度を比較し、

生態影響に関して、現時点では、リスク懸念箇所が複数存在することが明らかとなっ

た。一方、人健康への影響に関しては、リスク懸念箇所は、確認できなかった。 

また、今後、ＨＢＣＤの製造・輸入・使用禁止措置を講じるシナリオとこれらの措置

を講じないシナリオを設定し、将来の環境リスクを推計し、評価した。その結果、ＨＢ

ＣＤの製造・輸入・使用禁止措置を講じるシナリオでは、環境リスクが低減し、予測

最大ばく露量は、ＨＢＣＤの毒性データを基にした人及び高次捕食動物の無毒性

量・予測無影響濃度を下回るとの予測結果が得られた。（参考資料６参照）。 

したがって、現時点で得られている情報からは、環境汚染の進行を防止するため

に製品の回収等の追加措置を講ずる必要性は認められないと考えられる。ただし、

今後とも継続してＨＢＣＤの環境モニタリングを実施し、状況に応じて、必要な措置

を講ずる必要がある。 

また、ストックホルム条約において、残留性有機汚染物質を含む廃棄物は、環境

上、適正な方法で処分することとされていることを踏まえ、在庫のＨＢＣＤやそれらが

使用されている製品については、廃棄等の関係法令等に従って、適切に措置する

必要がある。 
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４．今後の進め方について 

今後、関係政令案について、パブリックコメント等を実施した上で、公布を経て、

以下に示したスケジュールによりエンドスルファン及びＨＢＣＤを第一種特定化学物

質に指定するとともに、３．で検討した必要な措置を講ずるべきである。なお、パブリ

ックコメント等において、新たな実態、妥当な事例が追加的に判明した場合、上述

の措置に追加することも検討する必要がある。 

 

 （参考） 今後の予定 （※不確定要素を含むため、前後する可能性がある。） 

平成 25 年 10 月 政令改正案に関するパブリックコメント、TBT 通報 

平成 26 年２月 改正政令の公布 

平成 26 年４月 エンドスルファン及びＨＢＣＤの第一種特定化学物質の指定 

に係る政令の施行 

平成 26 年８月 ＨＢＣＤ使用製品の輸入禁止措置に係る政令の施行 

 


